
令和７年度食品の安全認証取得等販売力強化事業補助金募集要領 

宮崎県企業振興課 

１ 事業の趣旨 

  本事業は、県内外（海外を含む。）への販路拡大や外貨獲得を図るため、

第三者認証の取得や衛生面の課題改善に取り組む県内食品製造業者に対し補

助するものです。 

 

２ 事業内容 

  県内の食品製造業者が実施する第三者認証の取得や衛生面の課題解決のた

めの設備・施設の改修に要する経費の一部を補助します。 

 

３ 補助対象者 

（１）県内に主たる事務所又は事業所を有する食品製造業者であって、中小企

業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小企業者

又は同条第５項に規定する小規模企業者であること。 

（２）県税に未納がないこと。 

（３）地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 321 条の４及び各市町村の条例

の規定により、個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあって

は、従業員等（宮崎県内に居住している者に限る。）の個人住民税につい

て特別徴収を実施している者又は特別徴収を開始することを誓約した者。 

（４）補助金の交付の対象となる事業を実施する主体の構成員等が、暴力団員  

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条

第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは同条第６号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと又は暴力団

若しくは暴力団員と密接な関係を有しないこと。 

（５）その他補助が適当でないと知事が認める者でないこと。 

 

４ 補助対象経費等 

事業内容 補助対象経費 補助率 補助上限額 

１ 食品安全管理における第三

者認証の取得 

２ 食品の安全性確保のために

実施する設備・施設の改修 

 

委託料 

役務費 

修繕費 

 

１／２ 

以内 

 

100 万円 



※上記１及び２の両方の事業に応募することもできますが、二事業合わせ

て補助上限額は 100 万円です。 

※補助対象経費の詳細は、（別紙）を参照ください。 

 

５ 応募手続等 

（１）応募期間 

   令和７年４月３０日（水）から令和７年５月２８日（水）まで（必着） 

（２）提出書類 

   下記の書類を電子メール又は郵送・持参にて提出してください。（電子

メールにて提出した場合は、必ず電話にてその旨を連絡してください。） 

１ 提案書（鑑） 様式１ 

２ 事業計画書 様式２ 

３ 収支予算書 様式３ 

４ 納税証明書（証明日が令和７年４月１日以降の

もの） 

県の証明書 

５ 個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書 要綱様式第３号 

６ 誓約書（暴力団関係） 要綱様式第４号 

７ 法人登記簿謄本 ※個人の場合は住民票 謄本等の写し 

８ 直近３期分の決算関係書類（損益計算書、貸借

対照表等） 

※個人の場合は確定申告書 

任意様式 

 

９ 会社の事業概要が確認できる書類 

（パンフレット等） 

任意様式 

10 事業計画書の補足資料（提出任意） 任意様式 

   ※提出書類への社印、代表者印の押印は不要です。 

   ※上記 10 は対象資料がある場合のみ提出してください。 

 

（３）提出先 

   宮崎県 企業振興課 食品・工業・情報産業担当 

   〒880-8501 宮崎市橘通東２－１０－１ 宮崎県庁８号館４階 

   電話番号：0985-26-7095 

     mail：kigyoshinko@pref.miyazaki.lg.jp 

 



（４）応募に関する留意点 

  ① 国が創設した「パートナーシップ構築宣言」を行った企業は審査評価

点に加点措置を行います。なお、審査時点において、中小企業庁等が運

営する「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト上の登録企業リス

トに掲載されている企業を対象とします。 

② 複数の事業に応募する場合は、事業ごとに事業計画書を作成してくだ

さい。 

  ③ 原則Ａ４サイズで提出してください。 

  ④ 虚偽の記載をした場合は、無効とします。 

  ⑤ 不備がある場合は、審査対象とならないことがあります。 

  ⑥ 提出に関する費用は、応募者の負担とします。また、提出された書類

等は返却しませんので、原本の控えをお備えください。 

 

６ 審査・採択決定等 

（１）審査の方法 

   募集終了後、事務局において提出書類についての内容確認等を行い、審

査会での審査を経た上で選定を行います。審査会は書面審査とし、令和７

年６月中旬までに実施する予定です。 

（２）評価基準  

   選定に当たっては、次の点を総合的に勘案して審査を行います。 

 評価項目 評価ポイント 

１ 現状分析 現状の分析が明確であるか。 

２ 事業内容 事業内容が十分に検討されているか。 

３ 有効性 事業による有効性（効果）が見込めるか。また、第

三者認証の場合、実効性のある認証か。 

４ 波及効果 事業実施により県内外（海外を含む。）への販路開

拓・取引拡大が期待できるか。 

５ 事業運営体制 安定した事業運営が可能であるか。 

６ 総合評価 総合的に見て、補助事業として支援する必要性があ

るか。 

 

（３）採択後の手続き 

   採択後に別途定める補助金交付申請書等を提出していただき、事務局で  

内容確認を行い、補助金の交付決定を行います。 



７ 予算額 

  １０，０００千円 

  ※申込者の審査を行い、１０者程度を採択予定 

 

８ 補助事業期間 

  交付決定日から令和８年３月 19 日（木）までとし、事業者が自ら支払い

まで終了した費用が補助の対象となります。 

 

９ 補助事業における留意事項 

（１）一件の発注ごとに、見積りから発注、納品、支払いに至るまでの証拠書

類が必要になります。証拠書類は他の経理と明確に区分して整理するよう

にしてください。補助事業終了後の確定検査において、補助対象箇所や適

正な証拠書類が確認できない場合は、当該経費は補助対象外になります。 

  ※証拠書類とは、見積書、発注書、契約書（請書）、納品書、検収調書、

請求書、銀行振込伝票等のことを指します。 

（２）発注先の選定においては、競争入札の実施又は複数の業者から見積書を

聴取してください。（第三者認証についても同様です。） 

   ただし、発注金額が１０万円未満の場合は１者から見積書を聴取し、契  

約相手とすることができます。 

（３）県の担当職員による実地での中間検査、確定検査を行います。 

   また、次年度以降に県が必要であると認めた場合は、第三者認証の取得

状況や改修設備・施設の使用状況について、実地調査等を実施する場合が

あります。 

（４）以下の経費は補助対象となりませんので、ご注意ください。 

  ① 補助金交付決定より前に発注、契約したもの 

  ② 自社の人件費、事務所の家賃、光熱水費等、他の経費と明確に区分で

きない経費 

  ③ 物品の購入 

  ④ 金融機関などへの振込手数料 

  ⑤ 商品券、クーポン、ポイントで支払ったもの 

  ⑥ 国や地方公共団体等から、既に補助を受けている経費 

  ⑦ その他社会通念上、適当でないと認められる経費 



10 問合せ先等 

  宮崎県 企業振興課 食品・工業・情報産業担当 濱山、藤内 

  〒880-8501 宮崎市橘通東２－１０－１ 宮崎県庁８号館４階 

  電話番号：0985-26-7095 FAX：0985-32-4457 

   mail：kigyoshinko@pref.miyazaki.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

 

食品の安全認証取得等販売力強化事業に係る補助対象経費について 

 

経 費 備 考 

委託料 食品安全管理における第三者認証取得に向けた指導を外部企業に依頼

した際に発生する経費（今年度中に第三者認証の取得ができない場合

の経費も補助対象となります。） 

【注意事項】 

・交付決定後に委託契約書を締結したものが対象になります。 

・契約内容、契約金額を記載した委託契約書を締結してください。 

・契約相手方には実績報告書等の成果物を提出させてください。 

役務費 

 

食品安全管理における第三者認証取得のために認証機関に支払う  

審査料 

【注意事項】 

・更新審査料は対象外です。 

修繕費 食品の安全性を確保するために実施する設備・施設改修に必要な経費 

例１：工場内の床のたわみを改修し、水はけを良くすることで生物学

的危害要因を低減 

例２：清潔区域と汚染区域の間仕切りのために壁を設置 

【注意事項】 

・交付決定後に修繕契約書を締結したものが対象になります。 

・契約内容、契約金額を記載した修繕契約書を締結してください。 

・契約相手方には実績報告書等の成果物を提出させてください。 

 ※以下の経費は補助対象となりませんので、ご注意ください。 

 ① 補助金交付決定より前に発注、契約したもの 

② 自社の人件費、事務所の家賃、光熱水費等、他の経費と明確に区分でき  

ない経費 

 ③ 物品の購入 

 ④ 金融機関などへの振込手数料 

 ⑤ 商品券、クーポン、ポイントで支払ったもの 

 ⑥ 国や地方公共団体等から、既に補助を受けている経費 

 ⑦ その他社会通念上、適当でないと認められる経費 

 


